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（２）グリーンハウス協同組合 － 堆肥化 － 
① 概 要 

生ごみのリサイクル方法の一つとして挙げられる堆肥化は、これまで廃棄物の処理という観

点が強く、堆肥を利用する側のニーズに応じたものを詳細に把握し、生産を行っている事例は

少ないのが実状でした。そこで農作物に適した土づくりや堆肥作りを行うことを目的として、

機械メーカーである株式会社イシカワキカイ（三重県安濃町）を中心とした 5社でグリーンハ

ウス協同組合を平成 3年に発足し、地域一体となった堆肥作りの研究を行っています。 

同組合では、平成 13 年に安濃町の廃棄物処理場跡地を利用して、実験的に堆肥化センターを

設置し、町内の家庭や学校から排出される生ごみ、食品製造業から排出される食品残渣、畜糞

等を原料とした堆肥化を行っています。堆肥化はパレット方式で、1ｍ３のパレットに籾殻や木

くず等の副資材と約 250ｋｇの生ごみ等を投入し、1日 1回の反転と攪拌を約７週間行った後に

ストックヤードで熟成させます。パレットはメッシュ構造であることから適度な通気性を保ち、

さらに反転させることにより底に水分が溜まらず腐敗を防ぎます。各パレットの識別番号及び

投入した生ごみや畜糞等のブレンドした割合等がコンピューターで管理されており、完熟後の

成分を測定、比較し、栽培種に応じた堆肥作りを研究しています。また、町内の農家と協力し、

農作物の生育比較の実験も行われています。 

施設は密閉式で、屋内においては発酵に伴うアンモニア臭がするものの、生物吸着や光触媒

を用いた独自の脱臭装置を設置し、屋外への臭気の漏れはほとんどありません。 

導入にあたっては、家庭生ごみの分別収集に不安はあったものの、安濃町ではかつて堆肥を

用いて栽培した農作物の味の良さを知っている農家（特に高齢者）が多く、堆肥作りへの理解

が得られたことから、異物の混入等の問題は特に生じなかったようです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安濃町の廃棄物処理施設跡地を利用 立体駐車場のような構造でパレットが管

理されて、省スペースである。反転操作

等は自動で行われる。
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（３）滋賀県水口町 － 堆肥化 － 
① 概 要 

水口町内の家庭からの可燃ごみは平成 13 年度で 5,816ｔ排出され、平成 12 年度と比較し

て約 2.6％の増加が見られました。また、同町が所属する一部事業組合の可燃ごみ処理施設

の甲賀郡衛生センターでは搬入されるごみの量が処理能力の約 90％にまで達しており、その

うちの約 35％が生ごみであり、生ごみ中には水分約 85％含まれています。この状況の下、町

民や各種団体、事業者等で組織された「水口町エコライフ推進協議会」が、平成 14 年から生

ごみの堆肥化モデル事業を実施し始めました。 

このモデル事業には 560 世帯のモニターが参加しており、参加者にアンケートを実施した

ところ、76％が「簡単である」と回答し、臭気については「少し臭う」が 50％、「全く気に

ならない」が 46％であり、生ごみの分別収集は住民にとって大きな負担にならないことが分

かりました。 

また、家庭において問題となる臭気対策としては、各家庭に堆肥を週に 1 回無料配布し、

バケツの中で生ごみを堆肥でサンドイッチ状にはさむことにより、生ごみから出る臭気や残

り汁が吸収される仕組みになっています。大規模な生ごみの堆肥化を行う際には、発酵を促

すために戻し堆肥を行う事例はありますが、家庭レベルで堆肥を戻す事例はあまりありませ

ん。 

上記のモデル事業を受けて、現在では

水口町全域を対象に生ごみの分別収集を

行っており、協力家庭は 4,000 世帯にま

で増加しました。増加傾向にある要因と

しては、無料で種堆肥を配布することで、

家庭が負担する維持費がかからず取り組

みやすいことや、あまった種堆肥は家庭

菜園やガーデニング等にそのまま利用で

きることが挙げられます。また、生ごみ

用のバケツ（1,380 円）は各家庭で購入

しなければなりませんが、町から 4分の

1 の補助が出るほか、同町では可燃ごみ

の排出用袋が1枚あたり25円であるため、

長期的にみればバケツによる分別排出の

方が経済的であることも要因として考え

られます。 

 

引用：水口町パンフレット 
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③ 今後の展開 

来年度 10 月には水口町をはじめ、5町が合併して「甲賀市」が誕生することから、水口町だ

けでなく、他の町へも生ごみの堆肥化を推進する予定です。このため、現在の施設では増加す

る生ごみの受け入れが困難となるため、施設を増設し、平成 16 年 6 月末には 22.2ｔ/日の施設

が稼動する予定です。 

家庭から収集された生ごみと種堆肥 

（一次発酵を行う施設の投入口） 

一次発酵を約18日間行う。発酵が活発なため、

蒸気が覆う。 

（一次発酵を行う施設の搬出口） 

ストックヤードで約40日間の二次発酵を

行い、完熟させる。 
ビニール等の異物や分解しきれなかったもの

は最終段階でふるいにかけて分別を行う。ま

た、木くずや魚の骨等、分解可能な有機物につ

いては再度、一次発酵から行う。 

サンドイッチ方式による家庭用バケツの模型 

蓋付きであるため、臭気が気になる場合は密閉

できる。 

購入する際には町から4分の1の補助がでる。 
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（４）福井県大野市 － 堆肥化 － 
① 概 要 

大野市は福井県内でも有数の酪農地帯であり、市内には大きく 3つの酪農団地があります。

また、農業も盛んであることから、有機農業を行うために、農業団体から堆肥化施設を設置

してほしいとの要望がありました。そこで、同市では市内の酪農団地の 1つに六呂師堆肥セ

ンターを設置し、乳牛の糞尿を中心とした堆肥づくりを行っています。 

堆肥化施設の運営は同酪農団地の酪農家で組織する農事組合法人が行っており、機械の運

転等は通常１人で行っています。堆肥化の原料は畜糞尿のほか、近隣の食品工場から持ち込

まれるおからと、開発等に伴い発生した木の根株や剪定枝等をチップ化処理したものを利用

しています。 

堆肥化の方法はスクープ式攪拌発酵方式で、投入する原料を木くずや戻し堆肥と混合して

水分調整を行った後に攪拌槽へ投入し、毎日 1回攪拌を行い、約 25 日間かけて発酵を行いま

す。 

生成した堆肥は、トロンメル方式でふるいにかけた後、粒状の細かいものは地元農家へ販

売し、粒状のあらいものは戻し堆肥やマルチング材として利用しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堆肥化プラントの全体 ハウス型の施設内に発酵処理を行う攪拌槽

（全長100ｍ、幅３ｍ、深さ２ｍ）が３本あ

り、それぞれに攪拌機が設置されている 
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③ 今後の展開および課題 

現在、年間約 2,100ｍ３の堆肥を生産していますが、平成 16 年度からは有機堆肥を施用した

農家に対して補助金制度を設ける予定であり、今後の販売量の増加が期待されます。また、販

売量の増加に伴い、戻し堆肥の量を減らして他の廃棄物の受け入れが可能となるため、今後、

さらに事業系廃棄物や家庭系廃棄物の受け入れの拡大を見込んでいます。 

ただし、同地域では稲作農家が多く、施肥時期は稲刈り後（10～12 月）と田植え前（3～4

月）に集中しているため、販売を行うまでの間は堆肥を保管するストックヤードが必要となっ

ています。 

 

堆肥化の攪拌機。通常は一人で運転を行う。 冬季は堆肥原料の水分が高いため、攪拌用の刃に

からみつき、腐食や劣化が生じやすい。このため、

刃に付着した堆肥を掻き落とす作業が必要であ

り、3年に1度は、刃の交換を行っている。 

ストックヤードで生成した堆肥をふるい

にかけ、粒状別に保管を行っている。 
売れ残った堆肥や原料として利用する木くず等

は施設近隣でストックするが、屋根がないため、

雪や雨にさらされて水分が高くなりやすい。 
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（５）山形県長井市 － 堆肥化 － 
① 概 要 

山形県長井市は農業が盛んであるにも関わらず、農家の生産事情や市場原理などにより、

農作物が地域外へと流れ、平成 4年の調査では地場農産物の自給率は 8％程度でした。また、

化学肥料や農薬が普及し、一部の農家では地力の低下に危機感を感じる声が聞かれました。

これを受け、平成 3年 6月に有機肥料の地域自給、生ごみの堆肥化による有機資源の地域循

環の可能性を探るため、調査委員会を設置しました。同委員会は農協や商工会議所、農業生

産団体、消費者団体等の代表や農業従事者、主婦、医師等が委員となり、生ごみの収集シス

テムや堆肥の流通システム、施設管理等の分野に分かれて分科会を開き、検討を重ねた上で

「台所と農業をつなぐながい計画（レインボープラン）」の取組みが始まりました。 

レインボープランの具体化に向けては、ごみの収集方法について、紙袋にするかバケツに

するかの試行実験やアンケートを実施したり、堆肥の流通を促進するために有機農産物認証

制度の内容について研究事業を行う等、活発な検討を重ねました。 

現在では市内の中央地区の約 5,000 世帯を対象に生ごみを収集し、畜糞やもみ殼とともに

堆肥化を行っています。また、生成した堆肥は農協を通じて販売され、その堆肥を用いて生

産した作物は農産物認証制度により認証のうえ、日曜市やレインボープラン農産物取扱店等

で市民へ販売しています。レインボープランによる農産物の販売店では、のぼりを立てる等

のＰＲ活動を行い、農作物の地域内循環を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンポストセンター入口 上：ごみ収集所に設置するコンテナ(約 70㍑)

下：各家庭用へ配布する水切りバケツ。 

中身が見えることで異物の混入が少なくなる

ため、バケツでの収集方法が採用された。 
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③ 今後の展開および問題点 

生ごみの収集において問題となりやすい、臭気の発生があり、特に夏場は腐敗が早いため、

収集回数の増加等の臭気対策が必要になると考えられます。 

現在、プランの目的のひとつである「台所から農地までの流れ」は確立していますが、今後

はこの循環システムの拡大が求められています。堆肥を利用した農作物は、学校給食に利用さ

れたり、日曜市等で販売されたりしていますが、農作物の生産量が少ないため、参加農家の増

加を図る必要があります。また、同市では、豆腐や味噌等の加工食品にも力を入れて品数を増

やし、農作物がどこでも購入できるように事業推進を図っています。 

 

熟成を行うためのストックヤード トロンメル方式により、堆肥中に混入するプラ

スチック等の異物を除去する。また、堆肥の整

粒を行う。 

家庭用菜園やガーデニング用は袋詰を行

う。 

生成した堆肥を用いて生産した作物はブラン

ド化するとともに生産者の表示を行い、地域内

消費の促進を図る 
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（６）富山グリーンフードリサイクル株式会社 － バイオガス化・堆肥化 － 
① 概 要 

富山市エコタウン内に位置する富山グリーンフードリサイクル株式会社は地元食品関連企

業や富山造園業共同組合、鹿島建設株式会社、石崎産業株式会社、クリーン産業株式会社、

株式会社日本製鋼所等の 12 社で構成されており、メタン発酵処理と堆肥化処理を組み合わせ

たリサイクル事業を行っています。メタン発酵処理施設では、ホテル、食堂、給食センター

等から出る厨芥類と賞味期限切れのジュースやケチャップ、レトルト食品等の事業系食品廃

棄物をバイオガス化技術によって高温メタン発酵処理し、発生したバイオガスを回収して発

電に利用しています。発電はマイクロガスタービン発電機により行い、電力は施設内利用を

行うとともに、発電機からでる廃熱をメタンガス発酵槽の保温や加熱に利用しています。 

併設する堆肥化処理施設では剪定枝や刈り草、コーヒーかす、茶かす等の廃棄物の堆肥化

を行い、品質の安定した特殊肥料（堆肥）を生産しています。この堆肥は、出資者でもある

富山造園業共同組合等に積極的に利用されています。なお、メタン発酵後の発酵廃液は排水

処理後、下水道に放流しますが、発酵廃液の一部は栄養源として堆肥化施設で利用していま

す。 

また、処理施設には微生物脱臭による脱臭装置を設置しているため、発酵等に伴う臭気は

特に気になりません。 

以上のように、バイオガス化と堆肥化の２つのシステムを導入することによって双方にメ

リットが生じ、効率的なシステムの整備を行っています。また、地元の食品企業や造園業者

等が連携を図り、事業を行うことで、廃棄物の地域内循環が促進されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

バイオガス化施設 

（メタン発酵槽） 

ガスホルダ（1,000ｍ３）と脱硫装置 
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③ 今後の展開および課題 

現在、バイオガス利用による電力供給は施設内に留まっていますが、今後の本格稼動により、

同エコタウン内にある近隣の木質系廃棄物リサイクル施設へ燃料としてガス供給を行う予定で

す。 

 

一次発酵した堆肥はストックヤードにお

いて二次発酵・養生を行い、完熟堆肥とす

る。 

剪定枝や根株等の木くずは破砕した後に堆肥

化を行う。 

特殊肥料（堆肥）は造園業者、農家等に

販売する。工場出荷の価格は市場価格の

ほぼ半値である。 
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（７）その他のリサイクル事業  
 

◆ 堆肥化 

先 進 事 例 実施者 

 

内容 

三重県南勢町 

(きりはらｺﾝﾎﾟｽﾄｾﾝﾀｰ)

藤沢小学校 

（神奈川県藤沢市） 

盛岡・紫波地区 

環境施設組合（岩手県）

事 業 主 体 自治体 学 校 自治体 

対象廃棄物 

・公共施設(学校・病院

等)からの生ごみ 

・食品加工業からの食

品加工残渣 

・農業集落排水汚泥 

・学校給食 

・家庭生ごみ 

(週 2 回、希望者が小学

校の処理機へ排出) 

・家庭生ごみ 

・樹皮 

・汚泥等 

処 理 能 力 1,000ｋｇ/日 60ｋｇ/日 20ｔ/日 

概 要 

・製品化した堆肥はセ

ンターがある切原地

区を中心に各住民へ

無料配布。切原地区

の約 5 割の家庭が利

用。 

 

・小学校へ業務用生ご

み処理機を設置し、

市民と行政の協働に

より事業化。 

・生成した堆肥は毎週

日曜の午後に取り出

し、希望者に無料で

配布している。 

・家庭ごみ収集時の立

会いや堆肥化の運営

は市民ボランティア

と行政で構成される

運営協議会で実施。

・旧プラントを含める

と、プラントによる

堆肥化は1979年から

行っており、実績年

数が長い。 

・バケツによる収集を

行い、異物混入の低

減を図っている。 

・生成した堆肥は 350

円/15ｋｇで一般家

庭や農家へ販売。 

 

◆ 飼料化 

先 進 事 例 
実施者 

 

内容 

山形県鶴岡市 

(ｴｺﾋﾟｯｸﾞ･ｼｽﾃﾑ) 

渋谷区立中幡小学校 

（東京都） 

三重県科学技術 

振興ｾﾝﾀｰ 

戸田屋等（鳥羽市） 

事 業 主 体 

自治体 

鶴岡ｴｺﾌｰﾄﾞ事業共同組合

(魚商組合･養豚農家･食

肉ｾﾝﾀｰで組織) 

学 校 自治体・宿泊施設等 

対象廃棄物 

・給食センターや社員

食堂等から排出され

た生ごみ 

・鮮魚店から出る魚の

あら 

・学校給食の残飯 ・ホテル等の調理くず、

魚介類のあら等 

処 理 能 力 500ｋｇ/時 － － 

概 要 

・生成した飼料で生育

した豚をエコピッグ

としてブランド化

し、販売促進を図る。

・学校給食への利用も

行う。 

・生成した飼料は近隣

の養鶏農家に販売し

たり、卵と交換され

る。さらに卵は保護

者達に販売され、環

境学習に利用されて

いる。 

・養魚用の飼料化を事

業化するために、三

重県と鳥羽市のホテ

ル等が連携し、実証

実験を行っている。
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◆ バイオガス化 

先 進 事 例 施設名 

 

内容 
京都府八木町 名古屋市 

井村屋 

（三重県津市） 

事 業 主 体 自治体 自治体・企業 企 業 

対象廃棄物 

・家畜糞尿（乳牛・豚）

・おから 

・家庭生ごみ 

・コンビニエンススト

アの売れ残り食品等

・食品工場の食品加工

残渣 

 

処 理 能 力 

・乳牛 814 頭、豚 1,650

頭分の糞尿 

・おから 10ｔ/日 

60ｋｇ/日 2ｔ/日 

概 要 

・バイオガス化の副生

成物である汚泥と肉

牛の畜糞の堆肥化を

行う施設を併設。 

・メタン発酵後の廃液

の一部は、液肥とし

てそのまま農地へ還

元されている。 

・平成 13 年 4 月に市内

の約 200 世帯を対象

に「生ごみ資源化モ

デル事業」を開始。

・平成 14 年度からは企

業との連携を図り、

「生ごみガス化に関

する共同研究会」に

よる実験を始め、平

成15年 8月まで実験

プラントにてデータ

を収集し、報告書を

取りまとめ中。 

・平成 14 年 4 月に実証

プラントとして導入

・堆肥化には向かない

氷みつやアイスクリ

ーム等の糖分や含水

量が多いものを対象

としている。 

・メタン発酵により得

られたバイオガスを

自社内の電力供給に

利用するとともに、

施設内における廃熱

利用も行っている。

 

 

 

 




